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Abstract

 This study reports an analysis of the geographic correlation between the averaged cli-

matic data derived from the mesh climatic data and the data on salt intake in 47 prefec-

tures in Japan.  A significant inverse correlation with the annual mean temperature (r＝

一〇. 80， p 〈 O. OOI)， potential evapotranspiration (r＝ 一〇. 83， p 〈 O. OOI)， and cooling degree-

days (r＝一〇. 86， p 〈 O. OOI) was observed for the salt intake in these prefectures. 

Correlation analysis indicated a close relation between the salt intake and the evaporative

elements， rather than the thermal elements.  However， this difference was very small to

have a significant effect.  These geographic correlations indicate that the regional differ-

ence in salt intake can be attributed to the climatic differences.  The results also may show

that it is difficult to restrict the salt intake in the cold regions in Japan.  ln order to re-

strict the salt intake while maintaining the QOL， it is necessary to investigate the

abovementioned correlations in more detail. 
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1 緒言

先頃発表された、日本人の食事摂取基準(2010年版)では、食塩の過剰な摂取は高血圧や
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ガン、脳卒中などに罹患するリスクを高めるとして、以前よりもさらに厳しい目標値(男性

9. Og/日、女性7. 5g/日)が掲げられている1)。食塩摂取量と高血圧やガン、脳卒中などの

罹患リスクとの関係については、学会でも長い間議論が行われてきた。その中で、食塩感受性

には個人差があり、食塩の摂取が必ずしも高血圧を引き起こす原因とはなり得ないことが明ら

かにされる一方、必要量以上の摂取をしなければ高血圧は起こりえないという理論から、国家

レベルでの減塩運動が推奨されてきた。しかし、前述した日本人の食事摂取基準(2010年版)

にも述べられているように、QOL(生活の質)を悪化させたり、他の栄養素摂取量に好まし

くない影響を及ぼしたりするような、行き過ぎた食塩摂取量の制限には注意をする必要があ

る1)。

 日本人の食塩摂取量は北日本や東日本で多いとされているが2)、それは元来これらの地域

で塩蔵品などの消費が多いためであると考えられてきた。すなわち、食塩摂取量の地域差は文

化的な違い、食習慣の違いにより起こっていると考えられてきた。しかし、近年の研究で食塩

摂取に対する欲求が寒冷によって刺激されることや気温と食塩摂取量との地域相関が強いこと

など、生理的な理由から食塩摂取量が増減する可能性を示す研究が報告されている3～5)。

 これらの研究は、寒冷な気候下では食塩の摂取欲や摂取量が増加する可能性を示しているが、

このことは気温などの環境要因が、食塩摂取の制限を行なう上で配慮されなければならない要

因となる可能性も示していると考えられる。だが、食塩の摂取量に関して、気温などの環境要

因の影響に着目して行われた疫学的、生態学的研究は極めて少ない。

 近年、情報処理技術の目覚しい発展により、GIS(地理情報システムGeographic

Information System)を利用した地域研究が、分野を問わず盛んに行われるようになっ

た6)7)。地理情報システムとは、地理的な位置に関する情報(空間データ)を総合的に管理・

加工、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする情報処理技術であるが、現在で

は地理学や疫学、社会学など、様々な領域で活用され、また多様な地理情報データが一般にも

入手可能である。これらのデータの中には、標高や気候値、人口などを細かいメッシュ(格子)

で表現したものなどがあり、地域相関などを調べる場合などでは空間的に精度の高い分析が可

能である。また、これらの分析は既存の統計データに対して行うことが可能であり、新規に大

規模な疫学調査等を行うことを考えれば安価で有用な手法でもある。

 そこで本研究では、日本における食塩摂取量の地域差が、気温など、気候の影響を受けて引

き起こされている可能性を検討するため、食塩摂取量と気温および気温に関連するいくつかの

他の気候値との地域相関について、既存の都道府県別食塩摂取量のデータとGISで用いられ

るメッシュデータなどの地理情報データを使用して分析することを試みた。
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2 方法

2・1 都道府県別食塩摂取量

 分析の対象となる地域別の食塩摂取量の値として、田中らの研究で示されている都道府県別

摂取量の値を用いた。このデータは平成7～11年(1996～2000年)までの国民健康栄養調査

の結果に基づき、その平均値を都道府県別にまとめたものである8)(以後、この調査を2000

年度の調査と記す)。

 また、異なる年度の値として、(財)地域医療振興協会、ヘルスプロモーション研究センター

から出されている報告書のデータを参考として用いた。この報告書は「健康日本21」におけ

る都道府県別の食塩摂取量の目標値の策定にあたり、平成16年度(2005年)における摂取量

の現状をまとめたものであり、県民健康栄養調査などに基づく都道府県別の食塩摂取量がまと

められている。ただしデータがあるのは30の都道府県のみで、調査の行われた年度、調査方

法なども都道府県ごとに異なるため、参考値として用いた9)(以後、この調査を2005年度の

調査と記す)。

2・2 メッシュ気候値

 国土の平均的な気候の状態を詳細に示すデータとして、気象庁の作成したメッシュ気候値が

ある。メッシュ気候値は平年値(30年間の平均値)の一種であり、気象台やアメダス観測点

の無い場所の気象要素の月平均値、あるいは月合計値を地形などの影響を考慮して1kmメッ

シュ四方ごとに推定したものである。メッシュ気候値は既存の気象台やアメダス観測点のデー

タと地形データを用いて作成されている。まず、日本をいくつかのブロックに分け、そのブロッ

クに含まれる既存の観測点の気候値とその観測点における標高などの地形因子との間で重回帰

式を作成し、その重回帰式を地形因子が既知のあらゆる場所にあてはめることで気候値を推定

している。推定の誤差は平均気温を日単位で推定した場合の2乗平均平方根誤差で0. 5℃程度

であるが、月単位で積算した場合のバイアスは0℃に近く、月単位、年単位で推定されている

平年値に関しては精度が高いと考えられている。今回は2000年版のメッシュ気候値(メッシュ

気候値2000年)を入手し分析に用いた10)。

 メッシュ気候値2000年には、1971年～2000年までの日最高気温、日平均気温、日最低気温、

降水量、日射量などの平年値(過去30年間の平均値)が含まれている。今回はこの中の日平

均気温の平年値を使用した。また、食塩摂取量との関連が考えられる別の気候値として、冷房

デグリーデイおよび可能蒸発散量を想定し、これらを月別の日平均気温の平年値のデータを用

いて算出した。
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 ここで冷房デグリーデイとは、ある基準温度(この場合冷房を必要とする温度)と日平均気

温との温度差をある期間にわたって足し合わせた温度で、冷房に費やすエネルギーの目安など

として使用される積算温度である。冷房デグリーデイは、日別値について算出されるものであ

るが、メッシュ気候値には月別の日平均気温しかまとめられていないため、今回は、該当する

月の日別の日平均気温が、すべて月別の日平均気温と同値であった(1ケ月間毎日同じ日平均

気温であった)と仮定して算出を行った。また、基準温度は20。Cに設定した。日別値が月別

値と同値であったとみなすことによる誤差を検証するため、2008年の1年間に関して、札幌

市と那覇市の冷房デグリーデイを、日別値を用いる方法と日平均値の月別平均値(2008年の

もの)を用いる方法とでそれぞれ算出を行った結果、日別値を用いた場合、札幌市で127℃・

days、那覇市で1525。C・days、また月別値を用いた場合、札幌市で79℃・days、那覇市で

1487。C・daysとなり、札幌から那覇までの温度差が1000℃・daysで以上あることを考えれ

ば誤差は僅かであると考えられた11)。

 また、可能蒸発散量は、Thornthwaiteの方法により算出を行った。可能蒸発散量とは、植

物で完全に覆われた地表面に十分な水を供給した場合に失われる蒸発散量と定義され、蒸発量

や正味放射量などの目安となる仮想的な気候値である。Thornthwaiteの方法は気温のデータ

から経験的に可能蒸発散量を算出する方法で、日本においてはこの可能蒸発散量の値を流域規

模で算出した場合、実際の蒸発散量とよく一致することが報告されている。Thornthwaiteの

方法による可能蒸発散量の算出は以下のように行うことができる12～15)。

Ti＜0。Cのとき

 PE ＝0

0＜＝Ti＜26. 5℃のとき

 PE ＝1. 6(10Ti/1)a ＊(N/12)

Ti＞＝26. 5℃のとき

 PE ＝一415. 85十32. 24Ti-O. 43Ti2

ここで

  12 12
1 一 ］Ili i 一 ］IE) (Ti / s)i・si4

  1    1

a＝(0. 675＊13-77. 1＊1'2一ト17920＊1一ト492390)＊10-6

6 ＝O. 4093cos ｛O. 01689 (D一 173)｝

N＝ 24cos-i (一 tan ¢ tan 6 )/ z
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 ここでPEはその月の可能蒸発散量(mm)、 Tiは日平均気温の月別平均値(。C)、1＞は月平

均可照時間(h)、Dは1月1日から該当月の中間日までの通し日数、φは対象地点の緯度

(rad)、δは赤緯(rad)を意味する。

 メッシュ気候値は、本来、平均的な気候の状態を表す目安として用いられるものであり、10

年ごとにしか更新されない。そのため都道府県別の食塩摂取量との対応を考えた場合、統計の

期間が異なり、年度による気候の変動も考慮されないことになる。しかし、1971年～2000年

までの全国の気象官署の観測値を調べてみると、日平均気温の年間平均値の標準偏差は、那覇

で0. 51℃、札幌でも0. 64℃程度であり、変動の幅は小さい11)。さらに、都道府県別に求めた

日平均気温の平年値の差が10℃以上になることを考えれば、年度による気候の変動を考慮し

ないことによる誤差は小さいと思われる。また、同様の理由で、気温から算出される冷房デグ

リーデイ、可能蒸発散量に関しても誤差は小さいと考えられる。

2・3 人ロによる重み付け

 メッシュ気候値には人が居住していない山岳地帯や無人島などの地点の気候値も含まれてい

る。これらの地点の気候値も平均して都道府県ごとの気候値とすることは望ましくない。そこ

で総務省から公開されている、地域メッシュ統計、人二項ッシュデータを利用した。この人ロ

メッシュデータは平成17年度の国勢調査の結果をもとに、日本全体について1kmメッシュ

ごとに人口を集計したものであり、メッシュ気候値と同じ規格で作成されている16)。これに

よれば、人口が多い地域の気候値ほど都道府県を代表する気候値として強く反映されるよう算

出を行い、人口による重み付けを行うことが妥当であると考えられた。

 さらに、国民健康栄養調査、県民健康栄養調査の対象年齢が20歳以上であること、また地

域によって総人口に占める、20歳以上の人口割合が異なることを勘案して、人ロメッシュデー

タに対して平成17年度国勢調査の結果を使用して市町村別に20歳以上の人口の割合を乗じ

た17)。20歳以上人口の割合のデータは市町村単位で計算し、同一市町村に含まれるメッシュ

の20歳以上人口の割合はすべて同じであると仮定した。これらのことをまとめると都道府県

別の平均の気候値は以下の式のように求められる。

都道府県別の平均の気候値

＝Σ(メッシュの気候値×そのメッシュの人口×市町村ごとの20歳以上の人口割合)

             /Σ(メッシュの人口×市町村ごとの20歳以上の人口割合)

 このようにしてメッシュ気候値から求められた都道府県別の平均の気候値を用いれば、点在

する気象官署の平年値を用いるより分析精度は高くなると考えられた。
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2・4 相関分析

 都道府県ごとに求められた日平均気温の平年値、年間可能蒸発散量の平均値、冷房デグリー

デイの平均値と、都道府県別の食塩摂取量との間でピアソンの積率相関係数を求めた。

3 結果

 図1は都道府県別に求めた日平均気温の平年値と、同じく都道府県別の1人、1日あたりの

食塩摂取量の平均値との関係について示したものである。2000年度の調査(r＝一〇. 80p＜

0. 001)においても、2005年度の調査(r＝一〇，76p〈0. 001)においても日平均気温の平年値

と食塩摂取量との間には有意な負の相関が見られた。また、2000年度の調査に比較して、2005

年度の調査では、食塩摂取量がわずかに減少しているが、寒冷な地域ほど摂取量が大である傾

向は変わらなかった。

 図2は都道府県別に求めた年間可能蒸発散量の平均値と、都道府県別の1人、1日あたりの

食塩摂取量との関係について示したものである。2000年度の調査(r＝一〇. 83p〈0. 001)にお

いても、2005年度の調査(r＝一〇. 77p〈0. 001)においても可能蒸発散量と食塩摂取量との間

には有意な負の相関が見られた。これらの相関は日平均気温の平年値と食塩摂取量との間で見

られた相関よりも強くなった。
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 図3は都道府県別に求めた冷房デグリーデイの平均値と、都道府県別の1人、1日あたりの

食塩摂取量との関係について示したものである。2000年度の調査(r＝一〇. 86p＜0. 001)にお

いても、2005年の調査(r＝一〇. 81p＜0. 001)においても冷房デグリーデイの平均値と食塩摂

取量との間には有意な負の相関が見られた。また、これらの相関は日平均気温の平年値と食塩

摂取量、あるいは可能蒸発散量と食塩摂取量との間で見られた相関よりも強くなった。

4 考察およびまとめ

 気温と食塩摂取量との関係については、大黒らが疫学的研究により、気温の低値と食塩摂取

量はともに相関し、脳血管障害死亡の上昇に関与していることを示している3)。また、

Dejimaらが低温に曝されたマウスの食塩摂取量が増加するという報告している4)。 Dejima

らによれば低温でマウスの食塩摂取量が増大するのは、寒冷によって刺激されたカテコールア

ミン代謝が、レニン・アンジオテンシンシステムを活性化するためであるとされている。しか

し、日本人における食塩摂取量の地域差は、醤油、味噌、漬物や魚加工品などの摂取量の差、

すなわち食習慣の差で説明できるとされていることや18)19)、日本より寒冷な地域に住む外国

人で食塩摂取量が日本人の食塩摂取量よりも少ない場合があることなどから20)、気温などの

環境要因が食塩摂取量の地域差や、あるいは個人の食塩摂取に対する嗜好性に与える影響につ

いてはほとんど注目されていない。

 しかし、今回の分析では、日平均気温、可能蒸発散量、冷房デグリーデイと食塩摂取量との

間には、いずれにおいても有意な地域相関が認められた。このことは、概して寒冷な地域ほど

食塩摂取量が多くなっていることを示している。

 今回、指標として用いた可能蒸発散量、冷房デグリーデイはいずれも気温から算出されるも

ので、元々気温との相関が強い気候値であるため、それぞれ食塩摂取量との関係において相関

が認められる。食塩摂取量との相関が日平均気温の平年値関よりも可能蒸発散量との間で強く

認められたのは、気温と食塩摂取量との関係で誤差が大きかった北海道などのデータで、可能

蒸発散量の場合には誤差が小さくなったためであると考えられる。気温が0。C以下ならば寒冷

の程度によらず蒸発散は起こらないため、このことが北海道と他県との可能蒸発散量の差を小

さくし、結果的に誤差が少なくなったと考えられる。同様に、冷房デグリーデイの積算には冬

季における寒冷の程度によらず、夏季に基準温度を超えた日の温度のみが積算される。このこ

とが北海道などの寒冷な都道府県と他県との気候値の差を小さくし、誤差が小さくなったと考

えられる。

 気温、可能蒸発散量、冷房デグリーデイはこの順番で食塩摂取量との地域相関が強くなった

が、それぞれ気候値としての意味が異なる。可能蒸発散量は蒸発量の指標ともなりうるが、二
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温の場合より強い相関が得られたのは、食塩の摂取に対する生理的欲求が、気候の寒暖という

よりは、蒸発の多寡など体水分量に影響する気候値でより関係が深いことを示しているとも考

えられる。また、冷房デグリーデイも夏季における冷房のための総エネルギー量の指標である

が、暑熱の指標とも考えることができる。このことも同様に、食塩摂取量が、寒冷(冬季の気

温)よりも暑熱(夏季の気温)との間でより関係が深いことを示しているとも考えられる。こ

れらの結果は、食塩摂取量が寒冷(冬季の気温)というよりはむしろ暑熱(夏季の気温)との

間で強い関係があることを示しているように思われるが、それぞれの気候値で得られた相関の

差は僅かであり、このような差から食塩摂取に関わる生理的機構を推測することはできない。

また、これらの気候値が示す値はすべて屋外における値であり、実際の生活環境における気温

などとの間には、元々、誤差が含まれている。これらの気候値はすべて熱的指標ともなりうる

が、単に、可能蒸発散量や冷房デグリーデイの方が、実際の生活環境における気候の熱的状態

をよく反映しているという理由で相関が強くなっている可能性もある。いずれにしても、それ

ぞれの気候値における食塩摂取量との相関の差は僅かであり、このような差から食塩摂取に関

わる生理的機構を推測することは難しい。

 しかし、これらの分析に誤差が含まれていることを加味しても、今回の結果が示している地

域相関は、強いものであるように思われる。食塩摂取量の地域差は食習慣の差、特に醤油、味

噌、漬物や魚加工品などの摂取量の差が原因であるとされているが、これらの摂取量が気温に

反比例して多くなる理由は文化的、習慣的な要因では説明しにくい。また、気候が食塩摂取量

に影響を与えるという考えは、日本より寒冷な地域に住む外国人で食塩摂取量が日本人の食塩

摂取量よりも少ない場合があることなどからも疑問視されるが、食生活や食文化、人種も異な

る異民族との比較がどの程度の意味を持っているかも明らかでない。さらに、食事摂取条件の

地域格差がほとんど無くなっていると考えられる現代においても、依然として有意な地域相関

が認められることを考えると、寒冷な地域で食塩摂取量が多くなるのは、そのような食習慣や

食文化が形成された背景に、気温によって刺激された食塩摂取欲や嗜好性の変化などの生理的

要因があるためではないかと考えることもできる。

 いずれにしても、これらの気候値と食塩摂取量との地域相関から、気候の違いが何らかの形

で食塩摂取量の地域差に影響を与えている可能性を考える必要があるのではないかと思われる。

このことは同時に、寒冷な地域ほど食塩摂取の制限が難しいということや、効果的な減塩のた

めには生活環境を温かくしなければならないといった、QOLを維持しながらの食塩摂取の制

限を考えた場合に重要な意味を持つかも知れない。

 食塩の嗜好性についてはいくっもの要因が複合して影響しあっていると考えられ、摂取量の

地域的違いについても様々な要因を想定するべきである。特に、本研究のように集団のデータ

のみを対象にした分析では、絞絡因子の影響を受けやすく、生態学的誤謬や擬似相関の可能性
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を十分に考慮する必要がある。例えば気温や食塩摂取量と同じように寒冷な地域ほど大となる

ものは、エネルギー摂取量や、体格などがある21)。また、そもそも食塩摂取量は、その摂取

の傾向に個人差が大きいことや、食事内容などによっても大きく変動することから、普段の生

活における定常的な摂取量を示すような意味のある測定値を得ることが難しいように思われる。

今後、個人を対象にした調査や、他の気候要素との地理相関の分析、このような現象が起きる

生理的な機構の裏づけなど、様々な視点から詳細な研究が行われる必要があると考えられる。
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要旨

 メッシュ気候値および人ロメッシュデータを利用して都道府県ごとに求めた、日平均気温の

平年値、可能蒸発散量、冷房デグリーデイなどの気候値と、同じく都道府県ごとに求めた食塩

摂取量との地域相関を調べた。その結果、食塩摂取量と気候値との間にはいずれの場合も負の

有意な相関が認められ、日平均気温の平年値よりも可能蒸発散量で、可能蒸発散量よりも冷房

デグリーデイで相関が強くなった。このことは食塩摂取量が、寒冷というよりは、暑熱や水分

量を表す指標との間で関係が深い可能性を示していたが、それを明らかにすることはできなかっ

た。これらの気候値と食塩摂取量との地域相関は、気候の違いが食塩摂取量の地域差の原因と

なっている可能性を示しており、このことは同時に、寒冷な地域ほど食塩摂取の制限が難しい

ということを示している可能性もある。QOLを維持しながらの食塩摂取量の制限を考えた場

合、これらの関係についてさらに詳細な研究がなされる必要があるように思われる。
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